
 

 

論点整理に向けた検討事項の整理（イメージ） 

 

１．初等中等教育の教育課程に関する現状と課題 

（１）社会の質的変化等と教育課程の課題 

（２）前回改訂の成果と次期改訂に向けた課題 

 

２．新しい学習指導要領等が目指す姿 

（１）新しい学習指導要領の在り方について 

（２）育成すべき資質・能力について 

○育成すべき資質・能力についての基本的な考え方等 

○資質・能力等の構造のとらえ方 

○特にこれからの時代に求められる資質・能力等 

○発達段階や成長過程のつながり 

（３）育成すべき資質・能力と、学習指導要領等の構造化の方向性について 

○学習指導要領等の構造化の在り方 

○学習活動の示し方や、課題の発見と解決に向けて主体的･協働的に学ぶ学習（いわゆる

「アクティブ・ラーニング」）の意義等 

 

３．評価の在り方について 

 

４．学習指導要領等の理念を実現するために必要な方策 

○「アクティブ・ラーニング」等の実現に向けて必要な支援方策や条件整備等 

○カリキュラム・マネジメント 

 

５．各学校種、各教科等における改訂の具体的な方向性 

（１）各学校種の教育課程の基本的な枠組みと、学校種間の接続 

（２）各教科・科目等の内容の見直し 

 

６．今後の検討スケジュール等 

平成２７年６月２４日 
初等中等教育分科会 
チーム学校作業部会 
         資料３－５ 



1 

今後の教育課程の在り方について 
（これまでの議論等の要点のまとめ）（案） 

 
※これまでの教育課程企画特別部会におけるご意見や、ヒアリングにおける発表内容及び資料、 

諮問の内容、報告された各種答申、提言の内容や調査等の結果、補足資料等の内容を基に作成。 

※元となるご発言等を踏まえた表記となっており、今後論点整理に向けて、順次用語の整理等を図る予定。 

 

１．初等中等教育の教育課程に関する現状と課題 

（１）社会の質的変化等と教育課程の課題 

○ 阪神・淡路、東日本の二つの震災を経て、公共心や絆、人の生き方に対する評価が高ま

ってきた一方、日本社会全体として、他者との関わりを軽視する傾向も懸念される。 

○ 人口減少社会への対応を真正面から取り上げる必要がある。子育てや介護を「リスク」

と捉えるのではなく、自己の生き方を人や世界との関わりの中で考え、次世代を育てる

ことを社会全体で応援するという課題と真剣に向き合う機能が学校教育にはあるのでは

ないか。 

○ 人間の様々な活動の増大が、地球や社会環境に大きな影響を与える時代において、持続

可能な社会づくりを担う子供たちを育成するという観点が重要。社会や世界に｢開かれた

学校｣において、子供たちが主体的・協働的に学ぶことができるよう、教育現場が多様な

つながりを持ちながら教育環境を充実させていくことがますます重要。 

○ グローバル化の中で日本人が世界に出ていく際には、国際的な場でも自分の意見を説得

的に主張できる能力も必要。また、自国の文化等を語れることも非常に大切。 

○ 基礎的・基本的な知識だけでは２１世紀の子供たちは生きていけず、問題が出されてそ

れへの解を作るだけではなく、自分で問題を作ったり考えたり判断しなくてはいけない。

そのためには、学校が社会の準備段階であることに加えて、もう一つの役割として、学

校を社会そのもの、教科の授業を社会の中の活動そのものとして捉え、その中で子供た

ちが、市民として何かを解決することができるような側面を持たないといけない。 

○ 地域社会や学級なども含む一定の社会の中で、自分が活動し何かを変えることにより、

自分の存在を認められたり、地域社会の構成員として、その社会なり国の力を高めたり

することができるという実感を感じられる教育が必要。２０２０年の世界で、日本は何

が貢献できるのか、地球規模の問題に自分がどう関わっていくのかということを見据え

ることが大事。 

○ 雇用ニーズを世界的に見ると、高い問題解決能力を要する仕事のニーズは高まり、低い

ものはニーズが低下している。技術の進展や社会的な変革とタイムラグなく、変化する



2 

社会の中で人間がいかに幸せに生きていくかを追求した教育の変革が行われることが必

要。 

○ 社会の変化の「スピード感」に対応していくことができるかどうかで格差が生じている。

加速的に世界が動いていく中で、何が重要かを識別し、主体的に判断し、社会を形成し

世論に関わっていく自覚や能力を高めていくことが求められている。 

○ ２０４５年には人工知能が人類を越える「シンギュラリティ」に到達すると言う識者も

いる。今まで存在した職業が消えるかもしれない時代において、子供たちにどのような

準備をさせておくべきかという観点からの検討が必要。 

○ 親がどれだけ教育に関心を持つかや、経済的背景等の要因によって、勉強ができる子は

運動もできる、勉強ができない子は運動もできないというような二極化が懸念される。 

○ 今後の社会的変容を踏まえれば、自己の生活や感情、行動等をセルフコントロールでき

るようにすることもますます求められるのではないか。 

（２）前回改訂の成果と次期改訂に向けた課題 

○ 幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の教育課程の基準となる学習指導

要領等については、これまでも、時代の変化や子供たちの実態、社会の要請等を踏まえ、

数次にわたり改訂されてきた。平成二十年及び平成二十一年に行われた前回の改訂では、

教育基本法の改正により明確になった教育の理念を踏まえ、子供たちの｢生きる力｣の育

成をより一層重視する観点から見直しが行われた。特に学力については、学校教育法第

三十条第二項に示された「基礎的な知識及び技能」、「これらを活用して課題を解決す

るために必要な思考力、判断力、表現力その他の能力」及び「主体的に学習に取り組む

態度」の、いわゆる学力の三要素から構成される｢確かな学力｣をバランス良く育てるこ

とを目指し、教育目標や内容が見直されるとともに、学級やグループで話し合い発表し

合うなどの言語活動や、各教科等における探究的な学習活動等を重視することとされた

ところ。 

○ これを踏まえて各学校では真摯な取組が重ねられており、その成果の一端は、近年改善

傾向にある国内外の学力調査の結果にも表れていると考えられる。 

○ その一方で、我が国の子供たちについては、判断の根拠や理由を示しながら自分の考え

を述べることについて課題が指摘されることや、自己肯定感や学習意欲、社会参画の意

識等が国際的に見て低いことなど、子供の自信を育み能力を引き出すことは必ずしも十

分にできておらず、教育基本法の理念が十分に実現しているとは言い難い状況。また、

成熟社会において新たな価値を創造していくためには、一人一人が互いの異なる背景を

尊重し、それぞれが多様な経験を重ねながら、様々な得意分野の能力を伸ばしていくこ

とが、これまで以上に強く求められる。 
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○ これまでの学習指導要領は、学問的な体系に沿って教科ごとには体系化されているが、

それぞれの教科を通じて、あるいは教科横断的に、どういう力を育てるのかという、個々

の内容を越えた目指すべき力について議論がなされてきたものの、そうした観点の構造

化ということからいうと、日本の学習指導要領はまだ十分ではないのではないか。前回

改訂においては、是非 1つだけでもと取り組んだのが言語力であるが、そのほかにもい

ろいろな資質・能力があり、これらについて教科ごとに連携しながら学習指導要領を作

っていこうというのが、今回の改訂の方向性であると捉えている。 

 

２．新しい学習指導要領等が目指す姿 

（１）新しい学習指導要領の在り方について 

○ 学制公布から終戦まで約７０年、そこから更に７０年という節目において、学力はもち

ろんのこと、それのみならず「子供たちに必要な力をどう育成していくか」という観点

から、評価観も含めた学習指導要領の改訂をすべき。 

○ 子供の意欲の喚起や指導方法の改善が難しいという話もあるが、そもそも子供というの

が学びに対してどんな方向性を持っているかということが重要。子供はもともと学びた

がっているし、成長しようとしている。そうした力を洗練させるという場所に立てば、

指導方法の工夫も、資質・能力の議論も全く変わってくる。 

○ 今回改訂の教育目的、学習・指導方法と評価の一貫性という議論については、今までの

指導要領とは大きく異なり、枠組みが広がってきている。加えて、子供自身の気持ちや

ニーズに応えるような、価値観の転換を伴うパラダイムシフトが必要ではないか。 

○ 子供たちに何々を指導するということだけではなく、子供たちが何々をできるようにな

るというようなことが明確になるような在り方が検討されてもいいのではないか。 

○ 学習指導要領の理念を底支えするのは、人はどう学ぶものなのかということ。放ってお

いて伸びるわけではない力の中に、対話をしながら相手の主張を取り込んで、自分の考

えの適用範囲を広げていくというたぐいの力がある。そうした力を育成するために、対

話の機会を意識的に創り出すことが、学校というシステムの社会的機能として求められ

ているという視点を持つといいのではないか。 

○ 知識と活用力と学習意欲の関係をそれぞれの学校がどのように関係付けていくのかと

いうことが大事。知識も身に付いたら楽しいし、おもしろいと思うから生徒はやる。ど

うしたらおもしろくなるのかという観点を新しい学習指導要領に入れ、教室の中の子供

たちが生き生きできるようにということを常に考えながら、理論的にもしっかり深めて

いかないといけない。毎回、前回の学習指導要領はこういう点が足りなかったというこ

とを繰り返す議論で終わってしまうというのではもったいない。 
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○ 人間はどう学ぶのか、人間の知識とはどういうものかについての科学的な認識を足場に

して、何を教えるかという議論をしていく時代ではないか。幼児教育についても、幼児

期の子供に形成される知識というものはどのような者かという共通の認識があったから

こそ、単純に教科の前倒しをするのではなく、十分に遊び込んで主体的・協働的に生活

を作ることを大セルにすることが、小学校以上の学びの芽になるのだという判断ができ

た。 

○ 学校と地域社会等とのつながりを持った教育課程とすることが重要。外部人材の活用に

よる出前授業やキャリア教育など、世の中と結びついた授業を通じて子供たちにこれか

らの人生を前向きに考えさせることが、主体的に学ぶ鍵になる。外の「風」を教室に入

れることで、教育現場も変わっていける。 

○ ＯＥＣＤとの政策対話では、我が国がＰＩＳＡの結果に満足するのではなく、資質・能

力の育成や「アクティブ・ラーニング」の充実など、その先に進もうとしていることへ

の賛辞が送られた。諸外国の例を参考にしつつ、これらにキャッチアップするというこ

とではなく、それを越えるようなものにしていかないといけない。 

○ 大学入試の影響もあり、暗記すべき用語を網羅するような教科書も特に高校段階では少

なくない。高校教育改革と大学入試改革をセットで進めていかなければならない。入試

改革の議論は、高校の学習内容を社会と接続した学びに変えていく大きなきっかけにな

るのではないかと期待している。 

○ 経済が成長すればするほど、学校で教える基礎・基本と社会で役立つ内容や人材との隔

たりが大きくなる。専門高校でも教育そのものが大きく変わらなければならない時期。 

○ 高校生に地域と向き合う機会を持たせることが、当事者意識と感謝の意識の醸成につな

がる。卒業後、地域を離れる生徒の多い普通科進学校にこそそういった機会が必要。身

の回りの困難さといった課題を、学校教育がチャンスに変えていくことに使えるとよい。 

○ 子供たちは、他地域の生徒との交流、自地域の未来に対する議論と活動、他学年・異世

代との交流、地域社会との交流を通じて大きく成長する。 

○ 特別支援教育の対象となる子供たちが倍増する中で、特別支援学校か通常の学校かと分

ける二極的な考え方には限界がある。通常学級内にいる教育的ニーズのある児童生徒の

ことを踏まえれば、教師の教育観のパラダイムシフト、そこに基づく組織経営や指導法、

評価の多様性の導入は必至。障害診断の有無に関係なく個々の教育的ニーズに応じた学

びが必要。 

○ オリンピック・パラリンピック開催の２０２０年がゴールではなく出発点となり、新た

な文化が生まれるような改訂とすることが重要。 
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（２）育成すべき資質・能力について 

（育成すべき資質・能力についての基本的な考え方等） 

○ 教育基本法に定める教育の目的を踏まえれば、育成すべき資質・能力の上位には、常に

個人一人一人の「人格の完成」が位置付けられなければならない。あわせて、教育基本

法に定める教育の目的の一つとして、「平和で民主的な国家及び社会の形成者として必

要な資質」の育成があることを踏まえ、自立した民主主義社会の担い手として求められ

る資質・能力の育成は、公教育の普遍的な使命であることに留意しつつ検討を行うこと

が必要である。 

○ グローバル化や情報通信技術の進展など今後の社会の変化も見据えながら、自立した人

間として、他者と協働しながら、新しい価値を創造する力を育成する観点から求められ

る資質・能力について検討する必要がある。 

 具体的には、例えば、「主体性・自律性に関わる力」「対人関係能力」「他者と協働

する力」「課題を解決し、新たな価値を主導・創造する力」「学びに向かう力（意欲・

集中力・持続力等）」「情報活用能力」「グローバル化に対応する力（外国語によるコ

ミュニケーション能力、日本と外国の伝統や文化に対する深い理解など）」などについ

て、今後求められる資質・能力として重視しつつ、検討する必要があると考えられる。 

 さらに、環境問題の深刻さを考えると、地球環境問題等に関わる「持続可能な社会づ

くりに関わる実践力」「地球的視野・価値観」などについても、今後重要な資質・能力

として検討する必要があると考えられる。 

  また、我が国の児童生徒については、学習意欲や自立の意識に課題があることを踏ま

え、単なる受け身の教育ではなく、主体性を持って学ぶ力を育てることが重要であり、

リーダーシップや、企画力・創造力などのクリエイティブな能力、意欲や志を引き出す

指導についても特に重視していく必要がある。 

  あわせて、人として他者と支え合ってより良く生きるための思いやりや優しさ、感性

など豊かな人間性に関する普遍的な教育についても、重視する必要がある。 

 さらに、芸術やスポーツの分野で育まれる資質・能力についても、そこで培われるも

のの見方や考え方等には他分野にも転移可能な汎用的なものもあると考えられるところ

であり、それらについても、育成すべき資質・能力の中にどのように位置付けるか、検

討する必要があると考えられる。 

 なお、これらの資質・能力の育成は、総体的に見れば、教育の目的を踏まえ、その目

標を達成できるよう、人間のよさや可能性を最大限に発揮できるようにすることを目指

して行うものである。これらの資質・能力の育成に当たっては、教育課程全体を貫いて

人間としての在り方や生き方を追求する視点を重視する必要がある。 

○ 新しい時代に求められる資質・能力としては、他者と協働しチームを編成できる人、異

なる価値を統合できる人、根拠等を明確に説明できる人、深い知識と広い視野を持つ人、
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人間同士の関係を重視する人、グローバルな課題を地域の課題と関連付けられる人とし

て必要な力などが考えられる。 

○ 子どもたちに身につけたい力の内容については、評価の観点と合わせて明示していくこ

とにより、指導と評価の一体化が意識される。そうでないと、活動だけが表面に出るよ

うな授業になってしまう。子供たちが何をどう学んだら良いのか、それを目標に明示し

て授業に取り組めるような新しい学習指導要領を示すことが必要。 

○ 資質・能力全体の議論の中では、個々の持っている資質・能力を能力に応じていかに高

めるかという観点も重要。一方で、突出した能力に甘んじてほかのことをおろそかにし

ないよう、幅広い教科を学びできないことに挑戦していくことも必要。 

○ 「わかる」ことと「できる」ことの差を理解するには、体育やスポーツの意義が重要。

頭で理解したことが体で示せないところから限界を感じ、その兼ね合いをとるのがスポ

ーツであると考えている。 

○ 資質・能力については、学習指導要領において明確化し現場に下ろすということだけで

はなく、現場の先生方自身が、どのような資質・能力を自校の子供たちに身につけさせ

たいかを出し合い考えていくことも必要。 

（資質・能力等の構造のとらえ方） 

○ 学習指導要領自体が目指す資質・能力を、どういうモデルとして考えるか。個々の資質・

能力をパーツとして身に付けていくというよりは、立方体的にイメージして、一面は知

識理解、側面は技能・能力、天井の面はタイトルとか価値、そういう立方体を膨らませ

て人間が大きく成長していくように考えるのがいいのではないか。 

○ 育成すべき資質・能力に関しては、学校教育法が規定する学力の三要素（知識・技能、

思考力・判断力、表現力等、主体的に学習に取り組む態度）を議論の出発点としながら、

主体的に学ぶ情意（自己肯定感等を確保するという受動的情意性、「学びに向かう力」

といった能動的情意性）や協同性、認知面と情意面を統合するメタ認知などに拡張して

考えていくことが必要。知識面、思考面が車の両輪だとすると、それを進めるところの

エンジンが情意面であり、それらをコントロールし、適切な方向に進めるようにしてい

くのがメタ認知である。 

○ 学力の三要素が、各教科等において具体的にどのような形なのかということはわかりに

くいところもあろうかと思う。それを具体化するような学習指導要領の在り方が望まし

い。 

○ 知識については、個別の知識をばらばらに獲得するのではなく、それがネットワーク化

され、中心的な考えとともにしっかり構造化され、活用されるよう、考える力を伸ばす

ことが重要。 
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○ 学力の三要素としての知識・技能、思考力等、学習する態度について、これらの間のつ

ながりを十分つけていくことが大事。知識・技能については、教科の中核的な部分のつ

ながりをつける知識のネットワーク化が課題になる。思考力等については、表現や対話

を通じて、より自覚的に学ぶというメタ認知の在り方が重要。態度については、意欲の

みならず、意志、挑戦、セルフコントロールなどに広げて育成していくことが重要。 

○ 知識を知っているだけではなく、それが社会に生きていく上でどう使われるかというと

ころをしっかりとチェックできているのかということが大事。一方で、土台となるベー

シックスキルの読み書き計算や推論など、本来の教科が持っているべきところを徹底す

るということも忘れてはならない。 

○ 就学前の段階から、教育や学習が効果的に行われるための発達の素地が身についている

ことが必要。発達障害と診断されていなくても、発達に偏りがあったり、環境的な要因

などから、発達の素地が身についていない子どもは決して少なくない。体がしっかり使

える、音韻の理解などの学習の土台をつくることが重要。また、セルフモニタリング力

やセルフコントロール力につながるメタ認知も重要。 

○ 学習意欲は、起業精神、イノベーション、独創性においても重要な資質の一つ。我が国

では、子供の年齢が上がっていくにつれて学習意欲が下がっていることが懸念される。 

○ 入試以外の面で、学習意欲をどのように喚起できるかが大事。 

（特にこれからの時代に求められる資質・能力等） 

○ これからの時代に求められるシチズンシップについては、一つの固有の組織においてど

のように生きるかということではなく、複雑で変化の激しい社会の中で自分をどのよう

に位置付け、他者と一緒に生き課題を解決していく力として捉えることが重要。 

○ 様々な出来事や情報を自ら瞬時に受け止め、自分で判断していくことが市民性の基礎に

なっていくのではないか。英語教育でも、実際にアクティブに外国語の中で自らの思考

を形成していくことや、それを可能とする環境、動機付けの重要性を強調していくべき。 

○ グローバル化に対応していくためには日本文化を学ぶ必要がある。経済力が強くても海

外では尊敬されない。自国の文化を語れる力を持っていることが非常に大切。 

○ 日本人の持っている美徳やよさを併せ持って、グローバル社会の中で活躍できる人材を

どのように教育していくか。日本人が潜在的に持つ高いコミュニケーション能力と、自

分の意見をはっきり主張するということの両方を獲得するには、海外での経験なども重

要であると思う。 

○ 日本文化を表現していくために、日本の歴史的な過程を語り合える能力や姿勢を重視す

べき。高校教育の現状として、古代から順に学ぶことで近現代史まで学び切れていない

問題がある。近現代の歴史的な過程を知ることによって、国家や一市民として何を目指



8 

すのか、自分がどのような立場にあるのかについて議論ができるようになる。また、日

本史か世界史かが選択になっていることで、世界における日本の歴史などのつながりが

理解できなくなっている。 

○ グローバル化は同時に地域に帰着するものでもあり、自国とグローバル双方の観点から

地理的･歴史的に考える力を高めることも重要。現行学習指導要領では「歴史的思考力の

育成」が重視されているが、いまだ暗記中心の教科であるというイメージを払拭できて

おらず、歴史を学ぶことの動機付けも弱い。 

○ 自ら考える力をどの言語で獲得させていこうとするのかについても検討が必要。 

○ 国語の重視が思考力、表現力の育成につながる。自覚的に母語を学び確かなものにして

いくことでしか、外国語を実際に使えるものとして修得できない。国語教育と英語教育

は「思考形成」というところでつながっており、相互的に捉えていく視点が必要。 

○ 日本語はもちろん重要だが、早くから外国語に慣れ親しむことで有利となることもある。

外国語を早期に理屈抜きで身に付けることによって、英語的な物の考え方の修得と結び

つくのではないか。 

○ 多様性という観点からは、英語だけでなく、中国語などほかの言語も大事。また、プロ

グラミングについても、言語の中で広く考えてほしい。 

○ 中学女子の３割は１日１０分も運動していないという調査結果が出ており、これで健康

寿命が維持できるか心配。基礎的な健康コントロールを教えることが学校体育の役目で

あり、教養としての体育という側面が重要。また、スポーツは「すること」だけでなく

「見ること」の要素もあり、世界を見ることで自分自身のこと、他者との関わりを学ぶ

ことにつながるものである。 

○ 自分自身をコントロールする力や、ルールの中で世界の人たちと正しく競い合っていく

力が重要。 

○ 社会が変動して変容するからこそ、ますます規範というものが問われてくる。規範とい

うものをしっかりと、クロスカリキュラムでの取り組みや日々の生活の中での指導が重

要。他者の痛みが分かるなどの良心を育むには、子供同士や子供と教員の間に信頼関係

があるか、望ましい集団になっているのかといった、学校において規範が育つ集団の在

り方が重要。 

○ 生得的要因や環境的要因などが重なって不適応を起こす子供たちには「自己肯定感がな

い」「学ぶべきときに学べていない」という、未学習・不足学習・誤学習が逸脱行動に

つながる共通するリスク要因がある。これを少しでも軽減し、保護要因を高めてレジリ

エンシー（社会を生き抜く力）をつけさせることが、将来の社会不適応を予防する。犯

罪学や公衆衛生学等のエビデンスを参考にしていくことが、いじめや不登校、ひきこも
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りや、あるいは反社会的行動の予防だけでなく、社会貢献できる子供たちを育てること

につながるのではないか。 

○ 非認知能力については、情意面や主体的に学ぶ態度面に関わる重要な議論。意欲ととも

に、感情のコントロールや意思力なども含めて考えるべき。 

○ 「努力すれば成果は変わる、やればできる」という自己効力感が、社会参加の土台にな

る。働くこと自体に意味があるということを教えることも重要。 

○ 思考するためのスキルを教えていくべき。国際バカロレアのカリキュラムも参考になる。

方法に振り回されないよう、示し方に注意が必要であるが、「分類する」「比較する」

などのスキルを学ぶことにより、質の高い学びが実現する。 

○ いわゆる現代的な課題に対応した「○○教育」のような各教科等横断的なテーマについ

ては、育成すべき資質・能力との関わりでその内容を捉え直す必要がある。 

（発達段階や成長過程のつながり） 

○ 高等学校を卒業する１８歳の段階で身に付けておくべき力はどのようなものなのか、と

いう見通しを持った上で、小学校教育、中学校教育、高校教育を考えていく必要がある。

一方で、学校間の接続の中で少し意図されたギャップも必要。 

○ 幼・小・中・高の教員が、１８歳で育っているべき資質・能力観を共有していく必要が

ある。 

○ 特に小学校の６～１２歳は発達段階が目まぐるしく、どこに視点を置くかが難しい。学

校種の大きなくくりだけではなく、幼小や小中などの校種間の接続・連携も含めた細や

かな議論が必要。 

○ 子供たち一人一人の個々の発達課題や教育的ニーズを踏まえて、何を学ばなければいけ

ないかを見極めていくことが重要。学習の土台となるようなスキルが身に付かないまま

小学校に行ったとき、じっとできないとか、読み書きの習得がしんどくなるという状態

が想定される。 

○ 現場の先生方には、子供たちに本当にどんな力をつけるかというのを自分で再構成でき

る力が必要になっている。ただ、全てを構成できるような余裕はないので、モデルと展

開例のようなものが、一定程度必要なのではないか。小学校と中学校ではこういうステ

ージを経て、こういう段階でこういうように伸ばしていくというイメージが共有されて

いないと、小学校５年生ではこういうことを教えればいいというところでとどまってし

まい、育てた力を６年生につなげる、あるいは中学校につなげるという視点が抜けてし

まうのではないか。 
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○ 高校生へのアンケートで、中学校等で学習した内容がどこまで将来の展望に影響を与え

るかが見えにくくなっていることが浮き彫りになった。中と高の連携、先生方の交流を

さらに深めていく必要がある。 

○ 幼児教育の質を高めることと、幼と小のカリキュラムのつながりが重要。幼と小の教育

課程の考え方やその編成にはそれぞれ尊重すべき違いがあり、幼児教育は主体的な活動

である遊びを通じて総合的に指導する。小学校の学びにつながるものとして、幼児期に

身に付けるべき力を整理し、発達段階に応じつつ、一貫していくことが重要。内容の「前

倒し」ではなく「積み上げ」になるような形の議論が必要。 

○ キャリア教育の中で、やみくもに早く夢を見つけることをあおるのではなく、学ぶとい

うことを楽しんでいる子供たちが、発達段階の中で積み重ねていく経験や学びの中で、

様々な職業に出会い、その中で鍛錬していけるような学びを組み立てることが大切。 

○ 幼・小・中・高を通じた視点で、子供たちに職業や仕事について、科学技術などにおけ

る日本の強みや、地域や社会との関わりなどを教えることを通じて、しっかりと考えさ

せる必要がある。 

（３）育成すべき資質・能力と、学習指導要領等の構造化の方向性について 

（学習指導要領等の構造化の在り方） 

○ 学習指導要領の構造として、「何を知っているか」という「内容の計画」にとどまらず、

「それを使って何ができるようになるか」まで含めて議論するということは、昭和３３

年の学習指導要領告示以降、これまでにない斬新で大きな変化と言える。 

○ 教育課程の総体的な姿を念頭に置いた上で、各教科等の関わりや位置づけを考え、整え

るべき環境や条件を検討することが重要。 

○ 資質・能力の観点から教育課程全体の目標を改善していく必要がある。これまでの学習

指導要領では、内容や観点の基本的な構造は示されているが、資質・能力を具体的にど

ういうところまでということは書かれていない。どのような力を１８歳の時までに持つ

べきなのか、小学校段階、中学校段階、高校段階それぞれでどのような力を身に付ける

必要があるのか、そのためにはそれぞれの教科等でどのような力を付けていく必要があ

るのか、ということを示す必要があるのではないか。 

○ コンピテンシーと呼んでいるものの中には２つの層があると考えている。一つには、あ

まり教科内容に依存しないような情意的なものや、対人関係的なもの、あるいは論理的

な思考というものでも、あまり教科に依存しないものがあり、こうした能力は「アクテ

ィブ・ラーニング」のような方法の改革をもって身に付けていくことが必要。一方で、

教科の本質と呼ばれているもの、その教科ならではのものの見方・考え方や、ビッグア

イデアや本質的な問いということを足場にしつつ、その教科以外の領域に適用するため
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に 1つの工夫をしなければならないというものについては、内容的な改革を含み、教科

の本質として何を身に付け、それを当該教科が対象とするもの以外にどのように適用す

るのかという学びの広げ方が求められ、意図的・計画的なカリキュラムとして内容の再

編成が考えられる。つまり、コンピテンシーの中に、教科領域に余り依存しないものと、

教科領域に依存するものがあり、それを見据えた内容の吟味が必要。 

○ コンピテンシーをまず上のレベルで整理して、各教科におろしてブレークダウンすると

いうやり方より、むしろ各教科の本質を上げてそれがコンピテンシーになるという筋道

も考え、各教科の中でもう一度、教科の本質とは何か、その教科ならではの物の見方、

考え方、その教科の当該対象を超えても適用できるようなビッグアイデアや本質的な問

いというのは何かということを、各教科でしっかり整理し、それを全部並べて、その間

の統合や関連付けや体系化を図っていく中で、かえってコンピテンシーの様相というの

は見えてくる。コンピテンシーと言っている層と、教科の本質と言っている層と、各教

科のコンテンツ、この 3つが整合し、各教科がしっかりコンテンツを教え、教科の本質

を全うしつつ、全体としてコンピテンシーが実現されるような学習指導要領の構造を生

み出すということが大事。 

○ この部分はこの教科でないとできないという、各教科等の本質に関わる見方・考え方や、

本質的な問いを全体で整理することが必要。特に、学んだことが実生活や実社会とどう

いう関連があるかという整理が非常に重要。例えば算数・数学で身に付ける論理的思考

数学的な方法に関する見方・考え方、関数的な考え方、図形的な考え方、統計的な考え

方といった内容に関する見方・考え方は、人と議論し納得を得るために不可欠なもの。

注意が必要なのは、例えば論理的な思考は学習内容と一体化して身につくものであると

いうこと。 

○ 社会の要請に応える実践的な問題を扱うと、学問的レベルが下がるのではないかと思わ

れがちであるが、実際は、本当の実社会の問題を解決しようと思えば、むしろ学問的に

正確を期したり、多面的・多角的に吟味したりせざるを得なくなり、教科的に見ても、

高度な水準に上がる可能性がある。そのように、社会の要請に応えていくことを通じて、

教科の学びの意義を実感するということと、教科的にしっかりとした系統的知識が身に

つくということを同時に実現することが可能になる。社会的な実践力なのか学力なのか

という対立的な問いは間違っているということが、資質・能力の育成ということで明確

になった。 

○ 社会の要請に応える学習を進めていったときに、教科の系統から見るとトピックやテー

マが中心になり虫食い的に進む可能性がある。教科の系統等は何かと言うこと、順序通

りに全てに触れると言うことが本当に系統なのかを、教科の特性に応じ見極めていくこ

とが必要。 

○ 学習指導要領全体の構造といったとき、一つには、総則から特活に至るまでの教科等の

構成と、目標の明示から内容の取り扱いといった構成をいかに発展させ深めていくかと
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いうことがある。もう一つは、学習指導要領とともに、解説書や指導事例集も、学習指

導要領の趣旨や方法を広めていこうという意味で組み立てられた、ある意味で歴史的な

所産であり、それらを含めた全体の姿の中で、「アクティブ・ラーニング」などの指導

方法や事例と、基本的な方向性や資質・能力などをつなげながら全体をどう整えるかが

問われているのではないか。 

○ 言語力を含めて、数式や図式など表現は多様にあり、多様な表現で物事を表すこと自体

に意味がある。また、その表現に関して人と人、教師と生徒、生徒と生徒が対話すると

ころに意味があり、対話を通して思考を深めていく。そうした過程を促すことの重要性

に踏み込むとともに、対話を通して物事を多面的に理解していくということが重要。1つ

の正答にいかに上手に至らせるかということではなく、物事の多面的で深い理解に至ら

せるため、表現と対話が重要。 

○ 豊かな授業を行っている学級は何が違うのかというと、子供たちが最終的にこの教科で

学ぶ意味というのは何かということを、先生方と一緒に考えているということ。学習指

導要領の内容の目標にとどまらず、先生方が子供たちの活動から資質・能力を取り上げ

て、きちんと評価する。そういうことを繰り返して、長いスパンで子供と一緒に先生が

探し出すというような姿勢で行われている。学習指導要領の中で、その教科がなぜ存在

するのかということを、子供のサイドの言葉で少し例示があると、先生方も子供の活動

を拾い上げるすべになるではないか。 

○ 学習指導要領を考えるときに、資質・能力や内容をボトムアップ的なプロセスで積み上

げていくのは正当なやり方であるが、一方では、国として、出口のところで具体的にこ

ういうようなことができることが、学習指導要領に沿って学んできたことの結果である

という終着点をもう少し明確にすることができないか。高校卒業時点で、例えば自分の

意見をはっきり言えるようになるかとか、ディベート、ディスカッション、ネゴシエー

ションができるようになるだろうかということを想像した上で、そこに到達するまでの

学習過程の中で、どういうような能力をどの段階で具体的に育成していけばいいのかと

いう考え方を入れていく必要がある。 

○ 学習指導要領は最低基準であるので、もっと発展的な能力や、探究の力を植えるような、

より高いレベルの力をつけていくことを許すような構造を作っていくべきではないか。 

（学習活動の示し方や「アクティブ・ラーニング」の意義等） 

○ 新しい時代に必要となる資質・能力の育成に向けては、｢何を教えるか｣という知識の質

や量の改善はもちろんのこと、「どのように学ぶか」という、学びの質や深まりを重視

し、学ぶことと社会とのつながりをより意識した教育を行い、子供たちがそうした教育

のプロセスを通じて、基礎的な知識･技能を習得するとともに、実社会や実生活の中でそ

れらを活用しながら、自ら課題を発見し、その解決に向けて主体的･協働的に探究し、学

びの成果等を表現し、更に実践に生かしていけるようにすることが重要。 
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○ 資質・能力の育成に向けて、教科等の内容と学習活動をつなぐという構造化の観点は、

かなり有効だと考える。一方で、内容と資質を押さえることにより、学習活動が固定化

された、ある形のものでしか成立しないということにならないよう、各学校で創意工夫

が行えるようにしなければならない。 

○ 学習・指導方法を議論するならば、単なる手練手管やテクニックにならないよう、「な

ぜこれを学ぶべきなのか」「なぜその方法が妥当なのか」を考えることが必要。 

○ 1 つの正答にいかに上手に至らせるかということではなく、物事の多面的で深い理解に

至らせるため、表現と対話が重要。多様な表現に関して人と人、教師と生徒、生徒と生

徒が対話するところに意味があり、対話を通して思考を深めていく。その過程を促すこ

との重要性に踏み込むことが必要。 

○ 子供たちが学ぶ喜びを体験するためには、ともに活動することの楽しさや、自分の意見

を発表しそれを受け入れてもらい、相手の意見を聞きながらさらに考えを深めるなどと

いうことを学校教育の中で体験することが重要。学ぶ喜びと身に付ける力は常にセット。 

○ アクティブ・ラーニングにおいては、どのような力を身に付け社会を作っていくかとい

う視点が重要。一人一人の子供たちが、社会の中で生きていくために大事なことを見つ

けることができれば、より豊かな国づくりや世界づくりに貢献できるようになっていく

のではないか。 

○ 日本の子供たちは、読解は得意だが考えを構造化して表現することが得意ではないとの

データもあり、システム的な思考や批判的思考（クリティカル・シンキング）などを育

成する観点から「アクティブ・ラーニング」の充実が必要。 

○ 効果的な「アクティブ・ラーニング」に共通する要素とともに、各教科ならではのもの

の見方・考え方を育成する、各教科特有の学習プロセスの意義についても整理が必要。 

○ 「アクティブ・ラーニング」の検討に当たっては、言語活動に関する分析を踏まえつつ、

各教科等の教育目標を実現するため、見通しを立て、主体的に課題の発見・解決に取り

組み、振り返るといった学習の過程において位置づけやねらいを明確に示すことが必要。

また、言語が学習活動の基盤となるものであることを踏まえた検討が必要。 

○ 総合的な学習の時間で行われているような、テーマを設定し、活動の見通しを立てて主

体的・協働的に活動して発表し、振り返りを行うという学習スタイルを、発達段階に応

じて各教科等でも可能な限り取り入れることが望ましい。それにより、学習の結果だけ

ではなく課程そのものが重要であるという認識が広まる。 

○ 浅い理解から深い理解に至ることを学習と考えるのが、｢教えて考えさせる授業｣の考え

方。理解の深まりはなかなか目には見えないため、自分の言葉で学習内容を説明できる

か、意味内容に関する質問に答えられるか、類似問題に転移することができるか等をも
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って判断することが必要。「受容学習」にあたるのが教師の説明、「能動的な表現」に

あたるのが理解確認、「問題解決や討論」にあたる部分が理解深化の部分。そして、自

分が学んだことや分からないところを振り返り、自分の言葉で表現するのが自己評価。

習得の中でこそ、教える場面と考えさせる場面をしっかり持つべき。習得の授業では指

導案というシナリオを書き授業をマネージするのは先生であり、その中で子供が主人公

として活躍する。探究との違いは、課題を先生が決めるか、子供自身が課題設定を行い、

計画、実施、考察、最後は発表討論というところまで持っていくかという違い。 

○ 普段の教科学習の中でも「アクティブ・ラーニング」を取り入れることが重要。探究の

みならず習得の授業の中でも、能動的な問題解決、協働、発表、討論といった広い意味

での「アクティブ・ラーニング」をしっかりと取り入れることが重要。同時に、習得の

授業では、先生により工夫された解説、説明、講義も重要。うまく組み合わせて両立で

きるような授業になるとよい。 

○ 学習指導要領とともに、解説書や指導事例集も含めた全体の姿の中で、「アクティブ・

ラーニング」などの指導方法や事例と、基本的な方向性や資質・能力などをつなげなが

ら全体をどう整えるかが問われている。 

○ 教員と生徒との対話が成り立つクラスでは非常に教育効果があるというのは、教育の本

質。成功した事例をよく見て本当に参考になるような事例集をきっちりと組み上げ、子

供たちに要求するだけではなく、それを私たちがどう伝えるべきなのかということまで

踏み込んだ体系ができれば、次回の改訂はすばらしいものになる。 

○ 学習活動については、発達の特性を踏まえた学習のスタイルの違いがあるのだというこ

とをしっかり書き込んでおくことが必要。どうしてもそこからまた漏れてしまう子供た

ちがいるということを強調したい。子供の個々のニーズや学習スタイルを踏まえて指導

しなければ成果は上がらず、インクルーシブ社会の実現は遠のく。 

○ 一番難しいのは、意欲、態度がどうやって高められるかということ。夢を持つ子供の割

合が諸外国に比べて低いという調査結果もあり、「アクティブ・ラーニング」は「学ぶ

意欲」につながるようにすべき。 

○ 現場としては、関心、意欲、態度を育むことが難しいが、学校と社会のつながりを重視

したことをやっていくということがスイッチになり、子供たちの興味、関心を高めるキ

ーポイントになってくる。 

○ 子供だけでなく授業者自身が「アクティブ・ラーニング」に意義を見いだしていくこと

が重要。「何を子供に動機付けさせ、どこを目指すのか」という意識で変わる。子供た

ちがいかに変容していくかということを教員が見ることができるということが重要。 

○ 子供たちに考える時間をどう与えられるかという観点からも議論が必要。自分の考えを

まとめる時間や、学びたいものを学び取っていく貪欲さを育てることも必要。 
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○ 「アクティブ・ラーニング」の実施については時数の確保が難しいとの見方もあるが、

言語活動についての分析も踏まえつつ、学年等を超えて長期的に、学習活動に必要な能

力の育成を積み重ねていくことにより、一層効果的で効率的な学習が可能となるという

視点も重要。 

○ 「アクティブ・ラーニング」にすると量がこなせないのではないか、学力が下がるので

はないかという声もあるが、それを通じて教科の学び方や本質が身についてくれば、内

容的には早く身に付くようになる。算数でも、基準量を洞察する芽が身に付いていれば

内容の処理は速くなり、地理でもものの見方・考え方が身に付いていれば、全ての地域

に一律に同じだけ時間をかけることはなくなる。 

○ 「アクティブ・ラーニング」の授業を増やすということではなく、既にある各授業をイ

ンタラクティブにしていくことが大事。 

○ 生徒を子供扱いするのではなく、一人の社会構成員として扱うことで、主体性を育みつ

つ様々な社会勉強やボランティアの機会を与えることができるのではないか。 

○ 学びや発達の連続性という観点からも、家庭との連携が重要。また、授業外の活動との

連携をいかに図るかも重要。 

 

３．評価の在り方について 

○ 自己肯定感を高めるためには評価の在り方が重要。評価を「教師から与えられるもの」

ではなく、評価規準（基準）を作るところから子供自身が関わる自己評価など「自ら獲

得していけるもの」にする必要がある。 

○ 現代的な学びに対応した評価の難しさなどはあるが、新たな評価なしに新たなカリキュ

ラムはあり得ない。国内外世界の専門家も交え、教員が活用できる手段や道具を開発し

ていく必要がある。 

○ 現在行われている「目標に準拠した評価」というのは、ある意味日本独自の評価方法で

あり、学習指導要領の内容や事項に合わせた評価ができるシステム。それを先生方が具

体的に自分の授業に合わせたときに、きちんと評価できているか。学校教育法第 30 条第

2項に規定した学力に変わってきているにもかかわらず、特に高校では、いまだにペーパ

ーテストを中心にしながら評価が行われている。評価の観点と資質・能力を、今回の指

導要領では全ての教科の中できちんと位置付けて、何を評価すべきかを明確にしていく

ことが必要。 

○ 観点別学習状況の評価は、特に高校には浸透しておらず、現行の４観点だと評価がしに

くい場面があるのではないか。学力の三要素に合わせた３観点に観点を絞り、資質・能

力についても３観点に合わせて明示していく必要があるのではないか。それにより、指
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導と評価の一体化が意識されないと、評価が十分に行われず、活動だけが表面に出るよ

うな授業になってしまう。 

○ 評価の観点としては、知識・技能、思考・判断・表現、それから態度や情意的な力とい

う、まさに学力の重要な要素である３観点が分かりやすい。今は４観点で目標準拠評価

が行われているが、この 3観点というのは、学校教育法との間で整合性がとれている。

３点目の態度や情意的な力については、現行でも関心、意欲は、他の観点に関わる重要

な要素であるというふうにきちんと書いてあり、他の観点との関係の中で評価をすべき

ということになっているにもかかわらず、単なる辞書的な意味の関心、意欲、態度だと

いう誤解がかなり広まっている。その点を是正するためにも、この３つの観点を明記す

ることによって、目標と一体化する評価が行われ、それをどのようにはかっていくのか

いうことになると、指導と評価の一体化というところになる。 

○ 評価を出口として考えるだけでは十分ではないのかもしれない。つまり、出口のところ

で備わっているべきものだけを教育の内容にしてよいのかということも、問題意識とし

て持っている必要もあるかもしれない。 

○ 学習スタイルの多様性を踏まえた評価の導入が重要。正しいノートの取り方をもって関

心・意欲・態度の評価を行っている学校なども多いが、個々の発達課題を踏まえると公

平性、公正性に欠けるのではないか。 

○ 評価については、どのように伸びたか、どういう方向に伸ばそうとしているのかという、

学習のための評価も欠かせないのではないか。 

 

４．学習指導要領等の理念を実現するために必要な方策 

（「アクティブ・ラーニング」等の実現に向けて必要な支援方策等） 

○ 「アクティブ・ラーニング」の充実に向けて、学校現場が更に忙しくなる懸念や、指導

の変化への不安もあるが、日本の子供たちのためになるものであり、取り組む必要性は

高い。思い切ってやってみようという教育委員会からの後ろ楯というところも一番の鍵

になる。 

○ 学習指導要領にいろいろ盛り込んだとしても、結局現場におりてきたときには教員の資

質や能力が重要。「アクティブ・ラーニング」をするのであれば、教員養成・研修や、

それに伴う時間の確保が必須。 

○ 今後教育の変革を進めていこうというときには、教員の充実が非常に重要。また、サポ

ートスタッフの充実も重要。 
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○ 新しい学習指導要領にのっとったカリキュラムを現場の先生方が描くには、リソースと

して先生方に教科書と指導要領だけということではなくて、それ以外の活用できるリソ

ースを明示する必要がある。先生だけがこの指導要領を見て学習デザインをするのでは

なくて、何がしかのサポートをしてくれる方々を巻き込みながら、先生方が安心して外

部と手をつなぎ、授業デザインをしていけるようなことも、明確化することができない

か。 

○ 社会人の教育現場への参加についても、元気で意欲のある OB 社員が増えており、こう

した人材を組織的に参画できる仕組みができると企業側としてもやりがいがある。 

○ 教員が忙しい中で、ICT をうまく活用して負担を少なくすることも併せて考えていくこ

とが必要。ICT を教えるだけではなく、ツールとして使っていくことが重要。現状では、

学校全体でコンピュータ等のインフラの整備が非常に遅れている。 

○ 今回、学習指導方法の在り方について議論するということであれば、最も影響を受ける

ものは、教材あるいは教科書の在り方ではないか。いろいろなことを教えるために「ア

クティブ・ラーニング」をしようと思えば、教科書の在り方と学習指導要領の関係につ

いて展望を持った議論が必要。 

○ 教材を双方向（インタラクティブ）なものとし、新しいものに変えていくべき。 

○ 教科横断型の学びを考える際、教員免許の在り方について、例えば主専攻が英語、副専

攻が社会など、他教科の先生たちとのチーム・ティーチングなどの共同作業が可能とな

る体制を整えることも考えられるのではないか。 

○ 学校と福祉が連携し、子供をドロップアウトさせない社会づくりを目指していくべき。 

（カリキュラム・マネジメント） 

○ カリキュラム・マネジメントは３つの側面として捉えられる。一つ目は、①教育内容を

一つの教科にとどまらずに相互の関係でとらえていくという手法、発想で、教科横断的

に教育内容を扱う組織に配列するという側面。二つ目は、②教育課程の PDCA サイクルを

確立するという側面。三つ目は、③教育内容や授業の方法と、諸条件の整備・活用の両

者の関係を緻密に接近させていくという側面。三点目については、教育学の発展を振り

返ってみたときに、教育内容や方法を固めるということと条件整備に関わる教育行政・

経営がそれぞれ別に発展、発達してきたため、この両者をどう向き合わせ、つなげてい

くかということがうまく発展しきれなかったような現状があるのではないか。一つの学

校の中で、学校における条件とそこにおける授業と内容とをどう組み立てながら、その

学校として目指すところを整えていくかということが大きなテーマの一つではないかと

思う。そのためにも、学習指導要領の豊かな読み取りが重要。 
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○ 学習指導要領の構造については、明治以来、与えられたものを受け取ってそれを教える

という形で各学校や先生方に受け止められており、なかなかカリキュラム・マネジメン

トという形で、自分たちの学校のカリキュラムを作っていくという自覚がないため、そ

れを変えなければならない。カリキュラムを与えられるものと考えている教員が非常に

多く、その観点で授業をする教員はどうしても内容中心の授業から抜けられない。 

○ カリキュラム・マネジメントは、学校単位のカリキュラム作り、そして学校において様々

な学習指導要領や教科書を含めたリソースを活用して、学習指導要領を具体化していた

だくために不可欠な部分。 

○ 豊かな授業で重視されているのは、授業と授業のつながり。一時間、一時間、均質な授

業を重ねていくのではなく、単元全体をその先生がコーディネートし、単元全体を通じ

て、次はどんなことを考えていくのかということを子供自身が考えられえるような仕立

てになっていること。このようなことがカリキュラム・マネジメントの第一歩ではない

か。そうすると学校全体でその学校は何を大事にしているか、校内研修で何を語るかと

いうことにつながり、学校全体が活性化する。したがって、カリキュラム・マネジメン

トをしっかりやっていくことが、これからの資質能力を育成する視点に立つと非常に重

要。 

○ 学習内容に密着したリフレクティブな長い構造の授業で、常に今やっていることの意味

は何かを問い直させ、その中で子供たちの資質・能力を捉えられる教員の目を養えるよ

う、学校の中での研究体制の在り方という意味でも、カリキュラム・マネジメントとい

う考え方は非常に重要。 

○ これまでの校内研修は、小学校の場合は一つの単独の教科を取り上げ、中学校の場合は

教科は横に置いて特別活動などを取り上げるというものが比較的多いスタイルであった

が、言語活動の充実や、資質・能力を育てるという観点は、校内研修の在り方自体を動

かしつつあるといえる。そのような意味で、今回の資質・能力の検討は、教科横断的な

研修の在り方や、教科を横断してカリキュラム、教育課程全体として校内研修で取り組

んでいくという方向性を広げつつあると考えている。 

○ 実際に現場に行くと、学校指導要領どおりに行われていないとか、あるいは事例が示さ

れていたらそれだけをやるというような乖離がある。言語活動の議論のように、教科の

枠を越えた柔軟な話し合いが必要。 

○ 高大接続に関して、中教審における議論等の情報を、個々の教員がどのように理解して

自分の言葉で再構築し、ほかの人と話し合うかという、まさに教育課程で求められてい

るような場面が各学校の中でなかなか生まれていないのではないかという危惧がある。 
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○ カリキュラム・マネジメントを学習指導要領の書き方と連動させ、国としては学習指導

要領や解説書にある程度まで書いて、それから先は各学校におけるカリキュラム・マネ

ジメントの中で具体化を図ってもらうようにするかということが大事になる。 

○ カリキュラム・マネジメントをどう各学校で行っていくのかということが重要。幼稚園

教育要領においては育てるべきことが示されているが、具体的な活動や方法については、

各園で実態に即した多様な形で作り出していくということを重要視している。今育てる

べきことは何かということを見極めていくということが、教師の資質として非常に求め

られる。各学校において教師の話し合いや研修、教材研究等を十分保証していくという

ことが非常に重要。それが各先生に求めるというよりは、それをカリキュラム・マネジ

メントとして位置付けながら、各学校の教育力をつけ、それが先生たちの資質・能力を

向上していくということにつなげていくことが大事。方法というのは、「アクティブ・

ラーニング」は子供の実態から編み出していくということがあるので、そのときに何が

大事なのか、どういう視点から考えるのかということを考えられる先生が大事。 

 

５．各学校種、各教科等における改訂の具体的な方向性 

（１）各学校種の教育課程の基本的な枠組みと、学校種間の接続 

○ 幼児期の子供にとって「遊び」は「学び」。存分に遊べば遊ぶほど、思考・判断や自己

制御、メタ認知、科学的なものの見方などを育てるチャンスは増える。 

○ ５歳児の生活の中には、小学校以上の生活や学習の基盤になる学びの芽生えがたくさん

見えてくる。５歳から小学校低学年の中に共通の発達の姿というものを見ながら、幼・

小のカリキュラムの接続の在り方を議論することが重要。 

○ 幼稚園での学びの芽生えが、小学校以上の自覚的な学びに発展していく。例えば、５歳

児において考える力、子供同士で話し合う力ということは十分育て得る。小学校教育の

前倒しではないが、小学校教育に発展する芽生えというものが伝わっていくことが大事。 

○ 感情のコントロールや体のコントロール、他人の痛みやルールを理解することなど規範

意識を育てることも、幼児教育では重要。 

○ 幼児教育における評価については、一人一人のよさを引き出していく観点から、質的な

記述を教師同士で共有し、子供にも共有した上で、教師が指導計画を改善し、子供自身

もその改善の一翼を担うという考え方。子供たちの発達の連続性を保障するため、記述

し、共有し、改善するという評価の考え方を検討すべき。 

○ 幼小の円滑な接続には、行政的支援が欠かせない。教材の開発・普及のほか、保・幼・

小の教職員の協力体制の構築や、カリキュラム・マネジメント研修、幼児教育アドバイ

ザー制度の充実などが重要。 
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○ 小学校のスタートカリキュラムについては、低学年の教育全体に広げてしっかり位置づ

けていくことが必要。また、幼児教育におけるアクティブな学びを、小学校におけるア

クティブな学びの始まりとして位置づけられるとよい。 

○ 小中一貫のカリキュラム開発の中で、９年間に柱を通すというのはどういうことなのか、

学年の区切りの工夫が子供たちに力を付けることにどのような意味を持つのか、検討が

必要ではないか。 

○ 大学の学びにスムーズに移行するためには、高校の卒業レポートなどが効果的。自分が

何に関心があり、社会で何に向かっていくか、自分の存在意義は何かというところまで

考えることができる。生徒の興味関心を引き出せるきっかけを作ることができれば、生

徒は自ら学んでいこうとする。 

○ 高校生がやりたいことが見つからない、というのは、アクティブに何かを学んだ経験が

ないことによる。入試のために勉強している限りでは見つからない。 

○ 少子高齢化の中で、地域を支える人材としての高校生には非常に期待が高い。自分の住

んでいる地域から、より広い社会に関心を持って参加することができるよう、参加型の

学習の時間を位置づけていくことが重要。 

○ 中山間地域の高校の存続など、普通科、専門学科、総合学科という枠組みの中では必ず

しも整理しきれないような課題についても考えていくことが必要。 

○ 入試に合わせて理系・文系と分離するのではなく、社会人として必要な双方の力を学べ

るようにすることが必要。 

○ 高校教育における普通教育については、教科のそれぞれが持っている見方・考え方を身

に付け、分かっていることだけではなく、それを使うことができるようにしなければな

らない。 

○ 専門高校における協働的な学習については、普通科においても参考にして欲しい点がた

くさんある。 

○ 高校の教育課程としての一体性を考える必要がある。その際、社会参加という観点から、

高校で取り組むべき課題そのものの在り方を検討する必要がある。 

○ 実社会の出口に一番近いところにいる高校生が、地域活性化等の観点から、本気で総合

的な学習の時間に取り組むことで素晴らしい成果を生む。 

○ 義務教育段階で十分に学べなかった子供に対して、高校で学び直しの機会を提供するこ

とは非常に重要。高校生の場合、家庭の貧困と教育格差が直結しやすいが、学校にいる

間に、職業につながるようなベーシックスキルを身に付けておくことが必要。 
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○ 高校教育において、将来の自立と社会参加を踏まえ、個々の生徒の発達特性や学習スタ

イルの多様性を踏まえた指導・評価を行っていくことが必要。 

○ 高校においてこそ、「アクティブ・ラーニング」の充実が求められている。生徒が本気

で社会参画・地域貢献をすることで、地域の活性化などにもつながっている。こうした

学びが、創造性や起業家精神の育成にもつながるのではないか。 

○ 高校において、どのようにリーダーシップを育むかということも課題。 

○ 高校の学校設定教科・科目を活用し、困難を抱えた子や特別の才能がある子が在籍する

学校に対して、創意工夫の余地を認めていくことができないか。先生方の気付きを生か

しながら、教育課程を編成していける余地を広げていくことができないかどうか。 

○ 全ての学校・学級に発達障害を含めた障害のある子供たちや可能性を持つ子供たちが１

割以上在籍することを前提にして、通常学級の中でどう指導していくかということを明

記していく必要がある。ただ受容するということでは十分ではなく、将来の自立と社会

参加必要なスキルを身に付けられるよう、発達課題がある又はあるかもしれない子供へ

の早期指導を行えるようにすべき。 

○ 交流や共同学習については、ただ場と時間を共有するだけではなく、学習スタイルの違

いも含めた多様性を理解する指導を行うべき。 

○ 個別の指導計画については、作るだけではなくそれにより効果が上がるよう実質的な担

保が必要。また、インクルーシブな教育システムにおける合理的配慮についての正しい

理解を明記していくべき。 

（２）各教科・科目等の内容の見直し 

○ 個々の教科等を教育課程の中で孤立させないような、教科横断的な工夫が必要。総則を

各教科等と連動させるなど、記述の仕方の工夫が考えられるのではないか。 

○ 小学校英語の教科化や早期化については、どのような力を高校卒業時点で持つべきであ

り、そのために小学校からどういうことを培っておくとそれができる可能性があるのか、

そのためにこれを小学校で指導すべきという内容を整理するという考え方が必要。 

○ 小学校段階で、母語以外での言葉でコミュニケーションをする体験をさせるということ

は、言語能力育成などの観点からも役に立つ。ただし、小学校の教科化のみに期待する

のではなく、小・中・高と一貫した考え方で捉え、そのスタートとして、初等教育の基

礎的な段階で格差が出てこないように教科化するという整理をすべき。 

○ 小学校の外国語活動の成果を中学校に結びつけていくためには、高学年で教科に移行さ

せ４技能を系統的に指導するとともに、中学年で外国語活動を開始する必要があるので

はないか。 
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○ 小学校に教科としての英語を入れるということについては、各教科等が教育課程の中で

どういう位置を占め、どういう役割を果たし、互いにどう連動して学校の教育活動を創

り出していくのかという観点で捉え、他の教科等との関係に置いてどういう効果をもた

らしていくのかについても検討する必要がある。 

○ 英語学習の効果を強く決める要因は、トータルの学習時間。学校の授業時間と、自分で

学ぶ時間と、日常生活における接触時間の三つ。これらがトータルで極めて少ない結果

として、英語の学力が身に付いていない。 

○ 語学の能力を定着させるためには時間が必要になる。現在の小学校高学年は週１回だが、

週２回ぐらいまであった方が、語学力を将来的に伸ばす上ではよい。小学生の生活の中

でどれぐらいの時間数がとれるのかは大きな課題。 

○ 英語の教科化など、増えてくる社会の要請と教育課程全体の中でのバランスを考え、全

体の枠について議論することが必要。 

○ 小・中・高を通じた長いスパンでの CAN-DO リストをしっかりと用意し、次ぎにつなが

るようなカリキュラムを作っていくことが必要。また、小学校の教科化に当たっては、

中学校でやっている学習を前倒しするということではなく、発達段階に応じたものにし

ていかないと、現在中１で起きている学習のつまづきが小５で起きることになるのでは

ないか。 

○ 教科化する前提として、教員の研修や研究授業、ALT の配置、系統的な年間計画などの

条件整備が重要。 

○ 学校教育の中だけではなく、家庭での英語教育の現状などについても前提とした議論が

必要。 

○ 日本語でどのようにものを考え、どのようにコミュニケーションを図るかについてのベ

ースがあってこそ外国語教育が充実する。英語教育の充実とともに、国語教育も充実す

べき。 

○ 英語を話せるようになることが、即主体的・協働的に活動できるということにつながる

わけではない。言語学的なスキル・トレーニングも重要。 

○ 英語以外の外国語についても知識を持っていることが重要。 

○ 高校の各教科については、知識のインプット重視から主体的な思考・表現を重視してい

こうという方向と、学問的な知識から社会生活で活用していけるようにしようとする方

向性が共通している。これらを、入試を含む評価の在り方と連動させていく必要がある。 

○ グローバル化する社会の中では、日本のことをアピールするだけではなく、外国の人々

の主張の背景にある文化の違いを理解することも重要。歴史教育については、日本のこ
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ととグローバルなことを相互的に捉えながら、その時代の人々がどのような問題に直面

し、どのように考えたかという意思決定の積み重ねとして捉えていくことが必要。また、

地理の空間的な認識と、歴史の時間的な認識を共に身に付けていくという観点も必要。 

○ 歴史については、日本史と世界史の相互作用が学びの中心に置かれることが必要。現代

につながる近現代史の学習も必要。また、やみくもに用語を覚えさせるのではなく、重

要な概念に関わる重要用語とそうでない用語との仕分けが必要ではないか。 

○ 市民性に関する教育、主権者教育というような観点から、高校生が自分の住んでいる地

域や社会に関心を持って参画することが重要。また、職場体験やインターンシップ、ボ

ランティアなどの経験により社会との接点を持ち、精神的・社会的な自立につなげてい

くことなども重要。租税教育や消費者教育も重要。 

○ 社会との関わりを充実させようという観点からの、高校の新科目の在り方は大変重要。

一方で、社会の中でどのように生きていくのか、そのために必要な力については、この

科目だけではなく、家庭科なども含めクロスカリキュラムで育成されるという視点が必

要。 

○ SSH の取組みなどを参考にしながら、数学と理科の知識や技能を総合的に活用し、主体

的な探究活動を行うことをいかに推進していくかという観点も必要。その際、総合的な

学習の時間の在り方との整理も必要。 

○ 実際の家庭科の調理実習での事故などを見ても、生活体験が少ない生徒が多いというこ

とが実感できる。 

○ 国語については、実社会・実生活に生きる国語の能力の育成や、古典の面白さや楽しさ、

日本の伝統文化を含めて学ぶことが、今日的な関心や生活につながるということを実感

できる学習が必要。 

○ 社会の変化に合わせた学校体育・保健の在り方が重要。学校で運動する時間をある程度

確保しないと、生活の中で運動の時間が確保できない時代。幼・小・中・高と連携して、

神経系の発達に応じた運動環境を整え、体作りや運動能力を獲得していくことが必要。 

○ 学校体育・保健を通じて、コミュニケーション能力や、自分をコントロールする力、ル

ール、痛みに寄り添うといったことを学び、そうして獲得した資質・能力が他の教科に

も連動していくのではないか。また、これまでなかったような疾病などの新たな課題も

出てきており、時代に応じた課題にどのように取り組むかということも考えていくこと

が必要。 

○ オリンピックだけではなく、パラリンピックの題材を通じて、障害のある人たちにどう

寄り添っていくかということも学んでいけるのではないか。 
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○ 感性や表現力というのは、どの分野に進む際にも基盤となる部分であり、その観点から

芸術教育に関する重要性を再認識する必要がある。 

○ 芸術については、なるべく生で見る、聞くということが重要であり、マナーなども学べ

るように劇場、美術館に行くようにすることが必要。また、芸術は個を爆発させられる

授業であり、地域の芸術家なども呼んで表現力を磨くことができるとよい。 

○ 小・中・高を通じて情報活用能力の育成をいかに図っていくかという検討も必要。 

○ 防災教育を含む安全教育について、教科横断的にその充実を図ることが必要。 

○ 総合的な学習の時間については、各教科の学びが変わることによって更に先に進むこと

ができる。各教科で学んだことを統合する、一種の要のような時間としての総合的な学

習の時間の役割は一層高まるのではないか。また、育成すべき思考スキルなどについて、

より明確化する方向で検討することも考えられるのではないか。また、その成果を踏ま

えて時数を増やすということも検討いただきたい。 

○ 特別活動において、様々な環境にいる子供たちと交流することが、子供たちの心を揺さ

ぶるものであると感じる。 

 

６．今後の検討スケジュール等 

○ 教育課程企画特別部会における論点整理取りまとめの後は、各学校種・教科別の検討を

行い、審議まとめを経た上で、２８年度中を目途に中央教育審議会として答申が取りま

とめられるよう、検討を進めていく予定。 

○ 各学校種・教科別の検討においては、教育課程企画特別部会の議論を踏まえつつ、各教

科等に閉じた議論ではなく、カリキュラム全体としてどのような資質・能力を育成すべ

きか、その中で各教科等が果たすべき意義とはなにかといった点を踏まえた上で検討を

行うことが求められる。 

 


